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１ 目的 

 本研究では、政治に関する情報源が、内的有効性感覚に及ぼす影響の分析を試みた。特に近年、

若年層において購読率の低下が顕著な新聞の影響に焦点を当てた分析を行った。                                       

２ 方法 

 2019 年 7 月の参議院議員選挙において、全国の男女・18-69 歳を対象にインターネット調査を

行った。調査は選挙期間前後に 2 波で行い、2 波とも回答した 1,610 サンプルを対象に分析した。                         

３ 結果 

 第 2波の調査結果について、カイ二乗検定・残差分析を行った。その結果、10・20代（0.1％水

準）、30 代（5％水準）において、政治理解に関する内的有効性感覚が有意に低かった。また、選

挙期間中の情報源として新聞に接触しなかった人も有意に低い結果となった（0.1％水準）。年齢層

別に見た新聞非接触者も有意に低い結果となった（10・20代・50代：1％水準、30代：5％水準）。 

また、政治理解に関する内的有効性感覚を従属変数とする重回帰分析を行った。独立変数には、

性・年齢層・学歴・生活水準の意識・選挙期間中の情報接触頻度（テレビ、新聞、ニュースサイト

/アプリ、家族との会話、友人との会話、友人・知人の SNS投稿）を用いた。その結果、性・年齢

層・学歴・ニュースサイト/アプリ接触頻度（各 0.1％水準）、家族との会話頻度（1％水準）、新聞

接触頻度（5％水準）が有意となり、友人との会話頻度（10％水準）が有意傾向（負の影響）とな

った（モデルの有意確率：0.1％水準、調整済み R二乗値：0.148）。 

 さらに、独立変数として統治の仕組み・政党政治の動向・政治リーダーに関する政治知識も投入

したところ、性・年齢・政治リーダーの知識（0.1％水準）、学歴・ニュースサイト/アプリ接触頻度・

家族との会話頻度（5％水準）が有意となり、政党政治の動向の知識が有意傾向（10％水準）とな

ったが、新聞接触頻度の影響は非有意となった（モデルの有意確率：0.1％水準、調整済み R 二乗

値：0.170）。 

４ 結論 

 以上の結果から、新聞への接触が政治知識を媒介して、政治理解に関する内的有効性感覚に影響

を及ぼしている可能性が示された。                               
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